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（複数記載可）
	※記載例【ア④重度GH】
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＜施設整備が必要な理由＞
（1） 既存施設の現状
佐賀市○○町で平成25年4月から「生活介護」事業所を運営しているが、利用希望者の増加に伴い開所1年後には定員を20名から25名に変更した。　

しかし、その後も利用者が増え続けており、もともと20名の使用を想定していた既存施設がかなり手狭になってきている。
（2） 生じている困難・問題点
　当事業所では、日中活動としてレクリエーション(音楽療法、散歩、買い物等)の時間以外は、主に生産･創作活動の一環で「内職作業(ショッピングバック（紙袋）の一部加工、手芸品等の製作、 ホテル歯ブラシセットのシール貼り等)」を行っているが、利用者増に伴い施設が手狭となってきたため、作業室として会議室や食堂を利用せざるを得ず、加えて製品の保管場所にも事欠くことから、一部製品は廊下の一角に仮保存させながら何とか急場をしのいでいる状況にある。

また、令和５年7月1日現在、総契約者数は33名に上っているが、既存施設のキャパシティ上、全員を一度に受け入れることができず、利用者の希望に反してやむを得ず利用制限をかけている。
（３）実施したい施設整備の内容
既存施設と別地(小城市内：土地売買について所有者と合意済み)に新施設を新築し、新たに定員20名の生活介護事業所を開設することで、各事業所における利用者を適度な人数に保ち、利用者一人一人に対しより手厚い支援を行う。
（既存事業所(佐賀市)の利用者には「小城市からの通所者7名」「佐賀市在住であるが新事業所予定地の方が居住地に近い者8名」が含まれており、当該15名は新施設を利用する方が利便性が上がる）

現事業所の半分以上の利用者から、既存施設では対応できない「入浴支援サービス」の要望が寄せられているため、新施設には風呂場(機械浴室)を設け、利用者のニーズに応えたい。
（４）令和６年度に整備を行う理由（急いで整備を行う理由が無ければ記載不要）
　新規利用希望に係る相談が、今現在も寄せられている(直近半年間で5件)が、佐賀市○○町の既存施設はこれ以上人員を受け入れる余地がなく、全てお断りしている状況にあるため、できるだけ早急に新たな受け皿(新施設)を設けたい。
（５）整備地域（及び近隣市町）における同一の障害福祉サービス等の状況
既存施設がある佐賀市内は一定数の生活介護事業所が存在する一方、隣接する小城市(新事業所建設予定地)には、同サービス事業所は2か所のみであり、そのいずれも定員数とほぼ同数の現員を抱えている。

　新事業所は通常の事業の実施地域として小城市に加え多久市も想定しているが、多久市の生活介護事業所も3か所と少なく、うち2事業所は定員数とほぼ同数の現員を抱えており、うち1事業所は平成27年4月開所の新規事業にも関わらず、既に定員10名のところ現員6名に達していることから、この地域における生活介護事業所は、まだまだ不足していると考えている。

　また、小城市高齢障がい支援課及び多久市福祉課に確認したところ、各市内における生活介護事業所数はまだまだ不足している状況にあるとの見解が示された。

（６）整備施設の利用見込み者
佐賀市○○町の既存施設の利用者33名のうち、前述した15名は新事業所予定地の方が住まいから近くなることから、何れも新事業所が開所した際は新施設の利用を希望されている。

また、来春の大和特別支援学校卒業見込者3名から新施設の利用希望が寄せられている。

　また、小城市高齢障がい支援課及び多久市福祉課の見解によれば、同市内に居住する在宅障害者の新たな利用希望も相当数見込まれるため、定員20名の新事業所に対し、既に充分な利用見込者数が確保できていると考えている。
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＜施設整備が必要な理由＞
（１）新事業所の開設を計画している理由（解消したい事象･問題点を盛り込むこと）
　当法人は平成7年に、当時の伊万里養護学校に通学児童の保護者が、卒業後行き場のない子ども達のために整備した「日中の活動の場」を基として立ち上げられ、平成11年には社会福祉法人格を取得、現在は生活介護・就労Ｂ型・共同生活援助の3事業所を運営している。
　近年、放課後等デイサービス連絡会議の場や複数の障害児の保護者から、伊万里・有田地区及びその近隣地域は放課後等デイサービス事業所の数が少なくすぐに定員に達してしまうため、利用回数の制限(週1～2回まで)を受けることも多く、本来必要な日時に利用することが困難な状況にあると聞いている。

また、伊万里市福祉課及び有田町健康福祉課によれば、伊万里･有田地区内に限れば放課後等デイサービス事業所は1か所しかないことから、同市町在住の障害児はそのほとんどが距離の離れた他市町の施設を利用しているため、障害児及びその保護者にとって通所(送迎)に係る負担が大きくなるといった弊害が発生していると聞いている。

加えて、既存事業所の運営にからんで特別支援学校の関係者とやりとりを行う際に、近年生徒の障害の重度化が進んでいるとの情報を良く耳にするが、伊万里･有田地区の事業所(施設)は、重度心身障害児には対応していない。

　当法人は、障害者向けではあるがこれまで障害福祉サービス事業所を20年近く運営してきた実績があるので、このノウハウを活かし、近隣の障害児を取り巻く環境を少しでも改善したいと考えている。
（２）実施したい施設整備の内容
伊万里市内の自己所有地(生活介護事業所と同一敷地)に、定員１０名の放課後等デイサービス事業所(重心児も対象)を新築する。

　また、近年障害者の高齢化が進んでいることを受け、障害者の方が介護保険へ移行した際に、当該利用者の特性を熟知した当法人でケアができるよう、今回新築する建物の２階に高齢者のためのデイサービス事業所(訪問系)も併せて整備することで、学齢期から成人期を経て高齢期に至るまでの各ライフステージにおける一貫した支援を提供できる体制を整える。

（新建物の１階を障害児のための放課後等デイサービス事業所、２階を高齢者向けデイ―ビス(訪問系)の事務所として使用する）
（３）令和６年度に整備を行う理由（急いで整備を行う理由が無ければ記載不要）
前述した状況から、伊万里･有田地区及びその近隣地域における放課後等デイサービス事業所数は根本的に足りていないと考えられるので、同地域在住の障害児及び保護者のため、できるだけ早期にこの計画を実施したい。

（４）整備地域（及び近隣市町）における同一の障害福祉サービス等の状況
伊万里･有田地区における放課後等デイサービス事業所は、伊万里市内の1か所のみであり定員も5名に過ぎず、当該事業所に確認したところ、施設は常時に満員状態であり、現状の待機者数も30名近くに上るとのことであった。

（５）整備施設の利用見込み者
　既存事業所(障害者向けサービス事業所)を運営する中で、利用者の保護者等から当法人に放課後等デイサービス事業所を始めて欲しいとの要望を複数頂いており、現時点ですぐに開所した場合、実際に利用が見込める方が5名存在する。

　また、当法人が本人と直接コンタクトを取るまでには至っていないものの、伊万里市内に新たな放課後等デイサービス事業所が開所することを待ち望む保護者等が相当数存在することは、伊万里特別支援学校から情報を得ており、それに拠れば少なくとも2～3名の利用者が見込めるものと考えている。

加えて、伊万里市内に1か所だけ存在する既存事業所の待機者数を鑑みると、新事業所には充分な利用見込者・需要があると考えている。　

